和歌山市障害者就労インターンシップ事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、指定就労移行支援又は指定就労継続支援に係る指定障害福祉サービス事業者が施設外支援（就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について（平成１９年４月２日障障発第０４０２００１号）の５の（１）に規定する施設外支援をいう。以下同じ。）を行った場合に、予算の範囲内において、当該指定障害福祉サービス事業者に対して補助金を交付することに関し、和歌山市補助金等交付規則（平成２年規則第２７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条　この要綱で使用する用語は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。第５条第１項第１号において「法」という。）及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。第４条及び第５条第２項において「指定障害福祉サービス基準」という。）で使用する用語の例による。

（補助対象事業）

第３条　市長は、障害者に対し施設外支援を行った指定障害福祉サービス事業者に対し、その申請に基づき、予算の範囲内において補助金を交付する。
２　前項の規定により交付する補助金の額は、同項の施設外支援を行った日における最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第１４条第１項の規定により和歌山県労働局長が公示した最低賃金（同条第２項の規定によりその効力が生じているものに限る。）に同項の施設外支援を行った時間数（同一の障害者に対して施設外支援を行った時間数が２００時間を超える場合にあっては、２００時間）を乗じて得た額に５００円を加えた額とする。

３　第１項の規定にかかわらず、補助金の交付を受けた指定障害福祉サービス事業者は、当該補助金に係る障害者に対して当該補助金に係る施設外支援における実習の受入先と同一の受入先において行った施設外支援については、補助金の交付を受けることができない。

（交付の申請）

第４条　規則第３条に定めるその他市長が必要と認める書類は、次のとおりとする。

（１）指定障害福祉サービス事業者の運営規程

（２）指定障害福祉サービス基準第３条第１項の規定により指定障害福祉サービス事業者が作成した施設外支援を受ける障害者の個別支援計画の写し

（３）次条第２項第３号に規定する施設外支援に関する契約書の写し
（４）一般就労の経験がある障害者に対して施設外支援を行う場合にあっては、当該障害者に一般就労の経験があることを確認できるもの及び誓約書（別記様式第１号）
（交付の要件）

第５条　第３条第１項に規定する障害者は、次に掲げる要件の全てを満たすものでなければならない。

（１）本市が行う支給決定（法第２２条第７項の規定により指定就労移行支援又は指定就労継続支援に係る支給量が定められたものに限る。）を受けていること。
（２）施設外支援を開始する際現に３月以上（一般就労の経験がある障害者については、１月以上）同一の指定障害福祉サービス事業者が行う指定就労移行支援又は６月以上同一の指定障害福祉サービス事業者が行う指定就労継続支援の提供を受けていること。

２　第３条第１項に規定する施設外支援は、次に掲げる要件の全てを満たすものでなければならない。

（１）第３条第１項に規定する施設外支援を行った時間数に対して次のアに掲げる賃金又はイに掲げる金銭が支払われること。
ア　指定障害福祉サービス基準第１９０条第１項の規定により締結する雇用契約に基づく賃金
イ　第３条第２項に規定する最低賃金以上の金銭（アに規定する雇用契約を締結していない場合に限る。）
（２）１日につき３時間以上行うものであること。

（３）第３条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者と施設外支援における実習の受入先（法人格を有するものに限る。以下同じ。）との間に、当該施設外支援に係る障害者の氏名、当該障害者が施設外支援において行う業務の内容、施設外支援の予定時間数、緊急時における対応方法及び施設外支援の期間中における当該実習の受入先と障害者との間の雇用契約の締結及び給与等の支払の有無について明示した契約が締結されていること。
（４）施設外支援における実習の受入先から施設外支援を受ける障害者に対して給与等の支払いが行われないこと。
（５）この要綱の規定による事業以外の補助事業の交付対象となっていないこと。

（実績報告）

第６条　規則第１２条の市長が別に定める書類は、次のとおりとする。
（１）前条第２項第１号に規定する期間における賃金の支払又は給付を確認できるもの

（２）施設外支援における実習の受入先が作成した実習証明書（別記様式第２号）
（３）指定障害福祉サービス事業者が作成した施設外支援期間中の当該施設外支援を受けた障害者に係る全ての個別支援計画の写し
（４）指定障害福祉サービス事業者が作成した施設外支援期間中の当該施設外支援を受けた障害者に係る日報
　　　附　則

１　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

２　この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。
　　　附　則
　　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
　
別記様式第１号（第４条関係）
誓約書
（宛先）和歌山市長　
和歌山市障害者就労インターンシップ事業補助金交付要綱第４条第４号の規定により事業者が提出した一般就労の経験があることを確認できるものについて、記載内容が事実と相違しないことを誓約します。
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　実習対象者　　　　　　　　　　　　　
　
　　　　　　　
別記様式第２号（第６条関係）
実習証明書

（宛先）和歌山市長　

所在地
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代表者　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
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